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DX認定制度について

認定事業者数の推移と認定事業者の声＜アンケート結果＞

「情報処理の促進に関する法律」に基づき、企業がデジタルによって自らの
ビジネスを変革するためのビジョン・戦略・体制等が整った事業者を

経済産業大臣が認定する制度です！

○申請～認定の流れ ・ 企業の規模や業種を問わず、全ての事業者が対象

・ 認定申請や認定の維持に係る費用は全て無料

・ １年間いつでもオンライン申請が可能

・ IPAが審査を行い、経産大臣が認定

・ 認定事業者については、オンラインで公表・認定事
業者の取組の検索が可能

②認定を取得してメリットであると感じたこと

④認定取得後の良い影響（自由記述）

✓ DX認定を取得するためのプロセスは、自社を見
直す大変良い機会になった。

✓ 経営陣との対話の機会を多く得られ、経営方針
の決定に役立った。

✓ 新規営業において、お客様からの反応が良くなり
売上増につながった。

✓ デジタル人材の応募が増え、実際に人材確保に
つながった。

DX推進の体制整備に取組んでみませんか？
業種・規模問わず認定を取得する事業者が増えています！
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③認定取得後の良い影響について

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

2020年11月 2021年11月 2022年11月

大企業（累計）

中小企業（累計）
全体（累計）

①認定事業者数の推移

直近１年間（※）で
全認定事業者数は
約1.6倍に増加

直近１年間（※）で中
小企業の認定事業者
数は約2.6倍に増加

✓ DX戦略の推進や企業イメージの向上といった点にメリッ
トを感じているDX認定事業者が多い

（※）直近１年間：2022年10月～2023年10月



DX認定事業者への各種支援措置

DX認定制度により認定された事業者は、認定事業者としてIPAのホームページで公表
を行います。その他、以下の支援措置を受けることが可能です！

お問い合わせ先

○ DX認定制度の申請方法等

➢ IPA DX認定制度事務局 E-mail:ikc-dxcp@ipa.go.jp

○ 金融による支援措置

➢ 日本政策金融公庫 事業資金相談ダイヤル TEL:0120-154-505（平日9:00-17:00）

〇 厚生労働省による支援措置

➢ 対象労働者が所属する雇用保険適用事業所を管轄する労働局・ハローワークにお問い合わせください。

〇 DX認定制度の概要、DX投資促進税制、その他について

➢ 経済産業省 商務情報政策局 情報技術利用促進課

中小企業者を対象とした金融による支援措置

＜日本政策金融公庫による融資（IT活用促進資金）＞
情報技術の普及に伴う事業環境の変化に対応するための設備投資等に必要な資金について、

基準利率よりも低い特別利率（②）で融資を受けることができます！

＜中小企業信用保険法の特例＞
民間金融機関から融資を受ける際、信用保証協会による信用保証のうち、普通保険等とは別

枠での追加保証や保証枠の拡大を受けることができます！

税制による支援措置

＜DX（デジタルトランスフォーメーション）投資促進税制＞
DX認定その他要件を満たし、クラウド技術を活用したデジタル投資に対し、税額控除（3%

又は5%）もしくは特別償却30%の措置を受けることができます！

※上記各種支援措置には別途申請要件等が設けられております。詳しくは各制度のHP等をご覧ください。

DX認定制度ロゴマークの使用

ロゴマークのコンセプト
DXのスタートラインに立つ、という企業をイメージしな
がら、右方向に進むスタートラインである左端に差し
色を入れています。

認定事業者が利用できるロゴマークにより「自社がDXに積極的に取り組んでいる企業」であることを自社
ホームページや名刺で活用してPRできます！

厚生労働省による人材育成のための訓練に対する支援措置

＜人材開発支援助成金（人への投資促進コース：高度デジタル人材訓練／成長
分野等人材訓練）＞

高度デジタル人材訓練の対象事業主としての要件を満たし、訓練経費（最大75%）や訓練
期間中の賃金の一部（最大960円/時間）等について助成を受けることができます！

制度全般の
ご紹介
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